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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方を含む基本方針について、当社ホームページ
（https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/management/governance/governance_rule_200616.pdf）に掲載していますので、ご参照
ください。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由 】

【補充原則4-10①　独立した諮問委員会の設置による独立社外取締役の適切な関与・助言】

当社は、取締役の人事・報酬を始めとした事項について、監査等委員でない独立社外取締役に加えて、監査等委員会の適切な関与・助言を得て
いることから、これらに係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任は十分担保されていると考えているため、独立した諮問委員会を設置し
ておりません。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

■原則1-4

(1)　政策保有株式の保有に関する方針については、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第5条第1項」に記載のとおりです。

(2)　政策保有株式に係る検証の内容については、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第5条第2項」に記載のとおりです。この検証
の結果、保有の妥当性が認められない銘柄があり、一部縮減いたしました 。引き続き、今後の事業環境の変化に応じて、保有の妥当性が認めら

れないと考える場合には縮減する等、個別の政策保有株式の方針を見直していきます。

(3)　政策保有株式に係る議決権行使基準については、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第5条第3項」に記載のとおりです。

■原則1-7

　関連当事者間の取引に関する手続きについては、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第6条」に記載のとおりです。

■原則2-6

　企業年金アセットオーナーとしての機能発揮については、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第11条」に記載のとおりです。

■原則3-1

(1)　当社の企業理念・ビジョン及び中期取組みについては、当社ホームページ
（https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/about/philosophy_vision/index.html）に掲載していますので、ご参照ください。

(2)　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方を含む基本方針 については、当社ホームページ

（https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/management/governance/governance_rule_200616.pdf）に掲載していますので、ご参照
ください。

(3)　当社の監査等委員でない取締役の報酬の決定に関する方針と手続きについては、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第16条」
に記載のとおりです。

(4) 　当社の経営陣幹部の選解任及び監査等委員でない取締役・監査等委員である取締役候補の指名に関する方針と手続きについては、「ＮＴＴ

ドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第15条・第19条」に記載のとおりです。

(5) 　当社の第29回定時株主総会においてお諮りした役員候補者の個々の選任理由については、当社ホームページ掲載の「第29回定時株主総

会招集ご通知」（https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/event/meeting/index.html）16ページから30ページに記載していますので、ご参照くだ
さい。

■補充原則4-1-1

　当社の経営陣に対する委任の範囲の概要については、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第13条」に記載のとおりです。

■原則4-9

　当社の独立役員に関する独立性判断基準については、本報告書「II　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポ
レート・ガバナンス体制の状況」の「１．機関構成・組織運営等に係る事項」内、「独立役員関係」、「その他独立役員に関する事項」に記載のとおり
です。



■補充原則4-11-1

　当社の取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方については、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス
基本方針　第15条」に記載のとおりです。

■補充原則4-11-2

　監査等委員でない取締役・監査等委員である取締役の重要な兼職状況についての詳細は、当社ホームページ掲載の「第29回定時株主総会招
集ご通知」（https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/event/meeting/index.html）16ページから30ページ及び57ページから58ページ及び「会社概
要」(https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/about/outline/index.html)に記載していますので、ご参照ください。

■補充原則4-11-3

　当社は、持続的な企業価値の向上を実現することを目的に、取締役会の責務・運営・構成等に対する課題や改善点を認識して継続的な改善に
取り組むために、取締役会の実効性に関する分析・評価を実施しています。

＜評価方法＞

・全取締役及び全監査役を対象とする「取締役会自己評価アンケート」を実施(2019年12月～2020年1月)

・全取締役及び全監査役により構成する「コーポレート・ガバナンスに関する会議」において、アンケート結果を踏まえて議論（2020年3月）

＜評価結果と今後の運営方針＞

　当社の取締役会の責務・運営・構成等は適切であり、実効性は確保されていると評価しました。

　また、前回の実効性評価で課題として認識した、中期経営戦略等の実現に向けた取組み状況、経営資源の配分、経営環境の変化への対応等
を取締役会で定期的に検証したことにより実効性が高まったことを確認しました。

　当社は、2020年6月16日の第29回定時株主総会の決議により、取締役会における経営戦略議論を一層充実させるとともに、事業会社として経営
の機動力をさらに向上させていく体制を整えるため、監査等委員会設置会社に移行しました。また、更なるガバナンス強化と経営戦略議論の活性
化に向けた多様な知見の取り込みのため、独立社外取締役の比率を3分の1以上としました。

　監査等委員会設置会社への移行に加えて、今後も更なる企業価値の向上を実現することを目的に、引き続き中期経営戦略等の実現に向けた
取組み状況、経営資源の配分、経営環境の変化への対応等を取締役会で定期的に検証してまいります。

■補充原則4-14-2

　当社の取締役 に対するトレーニングの方針については、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナンス基本方針　第21条」に記載のとおりです。

■原則5-1

　当社の株主・投資家の皆さまと建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針については、「ＮＴＴドコモ　コーポレート・ガバナン
ス基本方針　第23条」及び本報告書「III　株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況」内、「２．ＩＲに関する活動状況」に記載のとおりで
す。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本電信電話株式会社 2,137,733,200 66.21

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 102,642,300 3.18

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 73,635,000 2.28

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口７) 35,719,300 1.11

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口５) 29,520,900 0.91

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＷＥＳＴ　ＣＬＩＥＮＴ　－　ＴＲＥＡＴＹ　５０５２３４

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部)
27,645,552 0.86

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　　５０５１０３

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部)
21,081,905 0.65

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９) 20,481,200 0.63

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　３８５１５１

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部)
20,094,977 0.62

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口１) 15,143,200 0.47

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 日本電信電話株式会社　（上場：東京）　（コード）　9432

補足説明

　当社の親会社である日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）を中心とする企業グループは、地域通信事業、長距離・国際通信事業、移動通信事業及び
データ通信事業を主な事業内容としています。

　当社は、ＮＴＴグループにおいて、主に移動通信事業を営んでいます。2020年3月31日現在、ＮＴＴは当社の議決権を66.21%所有しています。

３．企業属性



上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　営業上の取引を行う場合には、取引内容及び条件は公正かつ適正な手続きを経て決定しており、ＮＴＴ及びＮＴＴグループもこれと同様の取扱い
としています。なお、ＮＴＴとの間で締結する重要な契約については、法務部門による法務審査及び監査等委員会による監査を行うこととしていま
す。また、特に重要な契約については、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定している社外取締役が出席する取締役会によ
る決議を経て締結しています。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社の親会社であるＮＴＴは、2020年3月31日現在、当社の議決権を66.21%所有しており、大株主としての権利行使を通じて、当社の経営判断に
影響を及ぼし得る立場にありますが、当社の事業展開にあたっては、当社独自の意思決定に基づき、自ら経営責任を持ち事業経営を行っていま
す。

＜当社の親会社であるＮＴＴにおけるグループ経営の考え方・方針＞

　ＮＴＴは各グループ会社との意識合わせに基づいて、ＮＴＴグループ全体としての経営戦略を策定するとともに、各社に対し適宜適切な助言・あっ
せんを実施しており、各グループ会社はそれらを踏まえつつ、自ら経営責任を負い、独立して事業経営を行っています。

　なお、当社とＮＴＴは以下の契約を締結しております。

○ ＮＴＴが行う基盤的研究開発及びグループ経営運営に関する契約

　　ＮＴＴとの間で、ＮＴＴが行う基盤的研究開発及びグループ経営運営に関し、ＮＴＴから提供される役務及び

　　便益並びにその対価の支払等を内容とする契約



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 15 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 7 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

新宅 正明 他の会社の出身者

遠藤 典子 他の会社の出身者

菊地 伸 弁護士

寒河江 弘信 他の会社の出身者

中田 勝已 他の会社の出身者

梶川 幹夫 他の会社の出身者

辻山 栄子 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



新宅 正明 　 ○ ―――

　長年にわたるグローバル企業社長等としての
企業経営及び企業の社外役員の経歴を通じて
培った豊富な経験、知見を有しています。ま
た、人格、見識ともに優れていることから、業務
執行の監督機能強化への貢献及び幅広い経
営的視点からの助言を期待したため、同氏を
選任しています。

　また、株式会社東京証券取引所が定める独
立性基準（「上場管理等に関するガイドライン」）
及び当社の定める独立性判断基準に照らし、
取締役の職務執行にあたり一般株主と利益相
反が生じるおそれがないと判断し、同氏を独立
役員に指定しています。

遠藤 典子 　 ○ ―――

　経済誌編集者としての取材活動、公共政策
研究及び企業の社外役員の経歴を通じて培っ
た豊富な経験、知見を有しています。また、人
格、見識とも優れていることから、業務執行の
監督機能強化への貢献及び幅広い経営的視
点からの助言を期待したため、同氏を選任して
います。

　また、株式会社東京証券取引所が定める独
立性基準（「上場管理等に関するガイドライン」）
及び当社の定める独立性判断基準に照らし、
取締役の職務執行にあたり一般株主と利益相
反が生じるおそれがないと判断し、同氏を独立
役員に指定しています。

菊地 伸 　 ○ ―――

　長年にわたり企業法務をはじめとした法律に
関する職務に携わり、その経歴を通じて培った
専門家としての豊富な経験、知見を有していま
す。また、人格、見識ともに優れていることか
ら、業務執行の監督機能強化への貢献及び幅
広い経営的視点からの助言を期待したため、
同氏を選任しています。

　また、株式会社東京証券取引所が定める独
立性基準（「上場管理等に関するガイドライン」）
及び当社の定める独立性判断基準に照らし、
取締役の職務執行にあたり一般株主と利益相
反が生じるおそれがないと判断し、同氏を独立
役員に指定しています。

寒河江 弘信 ○ 　 ―――

当社の監査役としての監査業務に対する実績
及び株式会社エヌ・ティ・ティ・データの財務部
門の経験を通じて培った財務及び会計に関す
る相当程度の知見に基づく監査を期待しており
ます。また、ＮＴＴグループ企業社長等としての
企業経営の経験を有し、長年にわたり電気通
信事業に関する職務に携わっていることから、
その経験、知見に基づく業務執行の監督機能
強化への貢献を期待したため、同氏を選任して
います。

中田 勝已 ○ 　 ―――

　当社の監査役として監査業務に対して実績を
残しており、その経験、知見に基づく監査を期
待するとともに、ＮＴＴグループ企業社長等とし
ての企業経営の経験を有し、長年にわたり電
気通信事業に関する職務に携わっていること
から、その経験、知見に基づく業務執行の監督
機能強化への貢献を期待したため、同氏を選
任しています。

梶川 幹夫 ○ ○ ―――

　当社の監査役として監査業務に対して実績を
残しており、その経験、知見に基づく監査を期
待するとともに、長年にわたり財務省の職務に
携わっており、その経歴を通じて培った専門家
としての豊富な経験、知見に基づく業務執行の
監督機能強化への貢献を期待したため、同氏
を選任しています。

　また、株式会社東京証券取引所が定める独
立性基準（「上場管理等に関するガイドライン」）
及び当社の定める独立性判断基準に照らし、
取締役の職務執行にあたり一般株主と利益相
反が生じるおそれがないと判断し、同氏を独立
役員に指定しています。



辻山 栄子 ○ ○ ―――

　当社の監査役としての監査業務に対する実
績を有するとともに、公認会計士資格及び長年
にわたる大学教授としての経験を通じて培った
財務及び会計に関する相当程度の知見に基づ
く監査を期待しております。また、企業の社外
役員としての豊富な経験を有し、その経験、知
見に基づく業務執行の監督機能強化への貢献
を期待したため、同氏を選任しています。

　また、株式会社東京証券取引所が定める独
立性基準（「上場管理等に関するガイドライン」）
及び当社の定める独立性判断基準に照らし、
取締役の職務執行にあたり一般株主と利益相
反が生じるおそれがないと判断し、同氏を独立
役員に指定しています。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 5 4 1 4 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締

役及び使用人の有無
あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会の職務執行を補助する専任の組織として監査等委員会室を設置し、監査等委員会の指揮命令に従う専従の使用人を配置してい
ます。当該使用人の人事異動、評価等に関しては、監査等委員会に事前に説明し、監査等委員会からの意見を尊重し対処することとしています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会、会計監査人、監査部（内部監査部門）は三様監査会議により、相互連携を図っています。　

　監査等委員会は、会計監査人より監査計画の報告、四半期決算毎に主要な会計方針の変更の有無等に関する事前協議及びその監査結果の
報告を受けるほか、会計監査人監査への立会を実施するなど、適宜意見交換を行い連携の強化に努めるとともに、会計監査人の監査の品質体
制についても、説明を受け確認しています。

　また、監査等委員会は監査部から内部監査計画及びその結果について報告を受けるほか、原則毎月1回の定例会合を実施し、内部監査実施状
況について意見交換を行うなど、相互連携を図っています。

　会計監査人は、監査部から内部監査計画について報告を受けているほか、必要に応じて内部監査の結果などについても報告を受けています。

また、両者は必要に応じて意見交換を行うなどして、相互連携を図っています。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

【当社が定める独立性判断基準】　

　当社は、株式会社東京証券取引所の定める独立性基準に加え、下記の要件を満たす社外役員を独立役員に指定しています。

・直近の3事業年度において以下に該当する者ではないこと。

　（１）当社の基準を超える取引先（※1）の業務執行者

　（２）当社の基準を超える借入先（※2）の業務執行者

　（３）当社及び主要子会社（※3）から、直近の3事業年度のいずれかの事業年度において、役員報酬以外に年間1,000万円以上の

　　　 金銭その他の財産上の利益を直接得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家等の専門的サービスを提供する個人

　（４）当社の基準を超える寄付を受けた団体（※4）の業務執行者

　

　なお、以上の（１）から（４）のいずれかに該当する場合であっても、当該人物が実質的に独立性を有すると判断した場合には、独立役員の指定



時にその理由を説明、開示します。

　

※1　当社の基準を超える取引先とは、直近の3事業年度のいずれかの事業年度における当社及び主要子会社（※3）の取引合計額が、当該事業
年度における当社及び主要子会社の年間営業収益合計額の2％以上の取引先をいう。

※2　当社の基準を超える借入先とは、直近の3事業年度のいずれかの事業年度における連結ベースでの借入額が、当該事業年度における当社
の連結総資産の2％以上の借入先とする。

※3　主要子会社とは、株式会社ドコモCS、ドコモ・サポート株式会社、ドコモ・システムズ株式会社、ドコモ・テクノロジ株式会社、株式会社ドコモCS
北海道、株式会社ドコモCS東北、株式会社ドコモCS東海、株式会社ドコモCS北陸、株式会社ドコモCS関西、株式会社ドコモCS中国、株式会社ド
コモCS四国、株式会社ドコモCS九州をいう。

※4　当社の基準を超える寄付を受けた団体とは、直近の3事業年度のいずれかの事業年度における当社及び主要子会社（※3）からの寄付の合
計額が、年間1,000万円又は当該事業年度における当該組織の年間総収入の2％のいずれか大きい額を超える団体をいう。

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

　また、社外取締役（※5）と当社との取引関係その他の利害関係（寄付を含む）の記載に当たり、当社取締役会への付議の必要がない取引等に
ついては、一般株主と利益相反の生じるおそれもないものと考えられることから、原則として記載を省略することとしています。

※5　同氏が役員若しくは使用人である、または役員若しくは使用人であった会社等を含む。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　取締役 （新宅 正明氏、遠藤 典子氏、菊池 伸氏、黒田 勝己氏及び監査等委員である取締役を除く）の賞与については、対象期間の営業利益等

を業績指標とし、その達成度合い等を勘案し支給することとしています。

　また、業務執行取締役は、中長期の業績を反映する観点から、月額報酬並びに賞与の一定額以上を拠出し役員持株会を通じて自社株式を購
入し、購入した株式は在任期間中、その全てを保有することとしています。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　2019年度に係る取締役の報酬については、第29期事業報告及び第29期有価証券報告書において開示しており、その内容は当社ホームページ
（https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/index.html）においても掲載しています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の監査等委員でない取締役の報酬総額は、2020年6月16日開催の第29回定時株主総会において、年額6億円以内(うち社外取締役分は年
額1億円以内)と決議しています(当該株主総会にて選任された監査等委員でない取締役10名)。各事業年度における取締役の報酬は、役位ごとの
役割や責任範囲、当連結会計年度の営業利益等を業績指標とした達成度合い等を総合的に勘案して取締役会にて決定しています。また、取締
役会の開催に先立ち、親会社及び監査等委員でない独立社外取締役及び監査等委員である取締役に対し報酬内容の説明を行い、適切に助言
を得ています。

　取締役ごとの個別報酬額の決定については、取締役会から代表取締役社長に一任しています。代表取締役社長は、以下の方針及び取締役会
決議により定める取締役の報酬に関する規則に従って、決定しています。

① 監査等委員でない取締役(独立社外取締役を除く)の報酬は月額報酬と賞与から構成しております。月額報酬は、役位ごとの役割や責任範囲

に基づき、支給することとしています。賞与は、当連結会計年度の営業利益等を業績指標とし、その達成度合い等を勘案して、支給することとして
います。具体的には、中期経営戦略に向けたインセンティブとして機能するよう、主な業績指標として営業利益、その他の業績指標としてROIC※
1・Capex to Sales※2・設備投資・B2B2Xプロジェクト数で評価しております。また、業務執行取締役においては、中長期の業績を反映させる観点か



ら、月額報酬並びに賞与の一定額以上を拠出し役員持株会を通じて自社株式を購入することとし、購入した株式は在任期間中、その全てを保有
することとしています。なお、報酬構成割合は、標準的な業績の場合、おおよそ「固定報酬：業績連動報酬＝70%：30%」となります。

　なお、中期経営戦略の達成と持続的成長、及び中長期的な企業価値向上をより強く意識することを目的に、総報酬に占める業績連動報酬割合
を拡大する方向で検討していきます。

② 監査等委員でない独立社外取締役の報酬については、高い独立性の確保の観点から、業績との連動は行わず、月額報酬のみを支給すること

としています。

※1 ROIC(投下資本利益率)＝(営業利益×(1－実効税率))÷(株主資本＋非支配持分＋有利子負債)

※2 営業収益に対する設備投資比率。

【社外取締役のサポート体制】

　取締役会の開催に際しては、社外取締役の経営に係る能力・見識が存分に発揮されることを期待し、社外取締役に対し事前に取締役会資料の
説明を実施しています。また、特に独立社外取締役に対しては、取締役会以外の場においても取締役やその他経営幹部に対して一般株主をはじ
めとするステークホルダーの意見を尊重した意見・提言を行えるサポート体制を構築しています。

　さらに、監査等委員である取締役に対し、監査に係る職務を補助するための専任の組織として監査等委員会室を設置し、専従の使用人を配置し
ています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

加藤 薫 相談役
会社の業務一般に関する社長か
らの諮問事項への応答、及び対外
的活動等

非常勤、報酬有 2016/06/16 2022.6

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

・相談役については、定款に基づき委嘱

・相談役の委嘱にあたっては、取締役会で決議

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　取締役会は、代表取締役社長 吉澤 和弘氏を議長として取締役15名(うち、独立社外取締役5名)から構成されています。原則毎月1回の定期開

催と必要に応じた臨時開催により、経営に関する重要事項について意思決定を行うほか、業務執行者を兼務する取締役からその執行状況の報
告を随時受け、経営の監督を行っています。また、業務執行に関する重要事項については、代表取締役社長 吉澤 和弘氏を議長とし、常務執行

役員及び監査等委員である取締役等を含む16名から構成される経営会議を設置し、原則毎週定例日の開催と必要に応じた臨時開催により、業
務執行に関する重要事項について協議を行い、代表取締役社長による機動的で迅速な意思決定を可能としています。

　2019年度は、取締役会を16回開催しました。また、2019年度に開催した取締役会への当社役員の出席状況(※)は以下のとおりです。

吉澤 和弘　16回/ 16回

丸山 誠治　16回/ 16回

藤原 道朗　13回/ 13回 (同氏取締役就任後開催回数)

立石 真弓　13回/ 13回 (同氏取締役就任後開催回数)

遠藤 典子(社外取締役)　16回/ 16回

黒田 勝己　13回/ 13回 (同氏取締役就任後開催回数)

須藤 章二　16回/ 16回 (常勤監査役として出席)

寒河江 弘信(社外取締役)　16回/ 16回 (常勤監査役として出席)

中田 勝已(社外取締役)　13回/ 13回 (同氏監査役就任後開催回数、常勤監査役として出席)

梶川 幹夫(社外取締役)　16回/ 16回 (常勤監査役として出席)

辻山 栄子(社外取締役)　16回/ 16回 (監査役として出席)

※退任した役員は記載しておりません。

　当社は、持続的な企業価値の向上を実現することを目的に、取締役会の責務・運営・構成等に対する課題や改善点を認識して継続的な改善に
取り組むために、取締役会の実効性に関する分析・評価を実施しています。

＜評価方法＞

・全取締役及び全監査役を対象とする「取締役会自己評価アンケート」を実施(2019年12月～2020年1月)

・全取締役及び全監査役により構成する「コーポレート・ガバナンスに関する会議」において、アンケート結果を踏まえて議論（2020年3月）

＜評価結果と今後の運営方針＞

　当社の取締役会の責務・運営・構成等は適切であり、実効性は確保されていると評価しました。

　また、前回の実効性評価で課題として認識した、中期経営戦略等の実現に向けた取組み状況、経営資源の配分、経営環境の変化への対応等



を取締役会で定期的に検証したことにより実効性が高まったことを確認しました。

　当社は、2020年6月16日の第29回定時株主総会の決議により、取締役会における経営戦略議論を一層充実させるとともに、事業会社として経営
の機動力をさらに向上させていく体制を整えるため、監査等委員会設置会社に移行しました。また、更なるガバナンス強化と経営戦略議論の活性
化に向けた多様な知見の取り込みのため、独立社外取締役の比率を3分の1以上としました。

　監査等委員会設置会社への移行に加えて、今後も更なる企業価値の向上を実現することを目的に、引き続き中期経営戦略等の実現に向けた
取組み状況、経営資源の配分、経営環境の変化への対応等を取締役会で定期的に検証してまいります。

　当社の監査等委員会は、取締役5名(うち社外取締役4名)から構成され、常勤監査等委員4名を選定しております。また、監査等委員会の職務執
行を補助する専任の組織として監査等委員会室を設置し、監査等委員会の指揮命令に従う専従の使用人を配置しています。

　監査等委員会では、監査の方針・計画・方法その他監査に関する重要な事項についての意思決定を行い、これに基づき取締役会等の重要な会
議へ出席するほか、取締役等からの報告聴取、重要な文書等の調査、本社及び主要な事業所並びに子会社の実地調査等により、取締役の職務
執行を監査します。さらに、これら監査活動を通して内部統制システムの整備・運用状況について監視し検証します。また、監査部との原則毎月1
回の定例会合にて内部監査結果の報告、及び子会社監査役との意思疎通及び情報の交換等により、連携を密にし、監査の実効性を確保しま
す。なお、取締役 寒河江 弘信氏は企業経営の経験を有しているとともに、株式会社エヌ・ティ・ティ・データの財務部門の経験があり、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しています。取締役 辻山 栄子氏は、公認会計士資格を有するとともに、大学教授及び企業の社外役員としての

経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。

　当社と取締役 新宅 正明氏、遠藤 典子氏、菊地 伸氏、黒田 勝己氏、須藤 章二氏、寒河江 弘信氏、中田 勝已氏、梶川 幹夫氏及び辻山 栄子

氏は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額としています。

　内部監査に関しては、監査部が62名の体制により他の業務執行から独立した立場で、法令等の順守、業務の有効性・効率性、財務報告の信頼
性等を確保するため、本社各室部、支社等における業務遂行状況の監査を実施するとともに、当社グループにおけるリスクの高い事項について
は統一の監査項目によりグループ各社で監査を実施し、監査部がグループ会社の監査品質向上を目的とした監査品質レビューを実施していま
す。また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制等の有効性については、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の
評価の基準に基づき検証・評価し、内部統制の強化に向けて取り組んでいます。

　当社の2019年度の会計監査業務を執行した公認会計士は袖川 兼輔氏、中田 宏高氏、中根 正文氏であり、有限責任あずさ監査法人に所属し

ています。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士67名、その他83名です。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、取締役会における経営戦略議論を一層充実させるとともに、事業会社として経営の機動力を更に向上させていく体制を整えるため、
2020年6月16日の第29回定時株主総会の決議により、監査等委員会設置会社に移行いたしました。

　監督機能については、これまでも、独立社外取締役を複数名選任するとともに、その能力・見識を十分に発揮できるよう、取締役会議案の事前
説明の充実や、代表取締役・社内役員との定期的な会合の設定など支援体制を整備し、取締役会の監督機能を強化してきましたが、更なるガバ
ナンス強化と経営戦略議論の活性化に向けた多様な知見の取り込みのため、第29回定時株主総会の決議により、独立社外取締役の比率を高
め、取締役会の3分の1以上といたしました。監査機能については、常勤者を含む監査等委員が取締役会等の重要な会議に出席するほか、監査
等委員会が、会計監査人や監査部などとも連携して、取締役の職務執行状況に関して実効性の高い監査を実施することで、経営の健全性の確保
を引き続き図っていきます。加えて、執行と監督の役割の明確化及び業務執行機能の更なる強化を目的とした執行役員(男性28名、女性3名、取
締役との兼職3名)制度についても、引き続き維持することで、経営環境の変化へスピーディに対応する体制を整備しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
＜2020年＞

　早期発送なし(総会日の18日前)

集中日を回避した株主総会の設定
＜2020年＞

　定時株主総会を2020年6月16日（火）に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使
　インターネットに接続可能な携帯電話・スマートフォン又はパソコンの利用による議決権
行使を可能としました。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームによる議決
権行使を可能としました。

招集通知（要約）の英文での提供 　当社ホームページに、日本語版及び英訳版の招集通知を掲載しました。

その他
　招集通知(日本語版とその英訳版)を、発送の3日前に東京証券取引所に開示し、その内
容は当社ホームページにおいても掲載しました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
　当社ホームページ

(https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/policy/index.html）にて「ＩＲポリ
シー」を公表しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催

　個人投資家向け説明会を定期的に開催し、直近の成果や今後の取組み、株
主還元等について、社長または副社長並びに財務、経営企画の各担当役員よ
り説明しています。

　2019年度は、8回(ライブ配信型を含む)説明会を開催し、2,600人を超える
方々にご参加いただきました。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　四半期毎の決算について、社長または副社長並びに財務、経営企画、営業
等の各担当役員より説明しています。

　また、新商品や新サービス等の発表時に説明会を開催し、商品・サービスの
詳細等について説明しています。

　さらに、証券会社主催のカンファレンスにおいて、事業の状況等を説明してい
ます。2019年度は8回(国内カンファレンス5回、海外カンファレンス3回)の説明
会を行いました。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

上記の四半期毎の決算説明会の模様を英語の同時通訳付きにてホームペー
ジ上でライブ配信しています。また、欧米並びにアジアを中心に随時、個別説
明会を実施し、直近の成果や今後の取組み、株主還元等について説明してい
ます。

あり

IR資料のホームページ掲載

　社長からのメッセージの掲載(年3回)の他、決算情報や統合報告書、プレスリ
リース、各説明会資料(決算説明会、個人投資家向け説明会)等の掲載に加
え、事業・財務データ、有価証券報告書等の各種報告書、個人投資家向け情
報等を当社ホームページ

(https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/index.html)にて日本語と英語で公
開しています。

IRに関する部署（担当者）の設置
・担当部署名：ＩＲ部

・担当役員：取締役常務執行役員財務部長

・事務連絡責任者：ＩＲ部長



その他

　当社事業への理解を深めていただくことを目的に、当社の経営戦略や財務
状況、最新トピックス等を分かり易く掲載した個人株主様向け冊子「ドコモ通
信」を、冊子版・WEB版にて発行しています。2019年度は冊子版を年2回発行、
WEB版を年15回更新しました。

ドコモ通信WEB版は当社ホームページ

（https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/library/docotsu/）に掲載していま
す。

　また、既存株主様の当社事業への理解をさらに深めて頂くために、株主様向
けイベントを実施しております。2019年度は13回、180名を超える株主様にご参
加頂きました。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　「ＮＴＴドコモグループ倫理方針」を制定し、お客さま、株主・投資家、地域社会、取引先、
従業員等、国内外の幅広いステークホルダーの立場の尊重について明示しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　サステナビリティレポート・統合報告書・ＣＳＲコミュニケーションブックの発行、当社ホーム
ページへの掲載、投資家とのESGをテーマにしたミーティングの実施により、社会的課題へ
の取組み状況、環境保全に向けた取組み、社会貢献活動等の活動実績について開示して
います。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、株主をはじめとするステークホルダーからの信頼性の確保のため、財務情報や
企業理念、中期経営計画及びリスクやガバナンスに係る情報等の非財務情報について法
令等に基づく開示を適切に行うとともに、法令等に基づく開示以外の情報についても有用
性の高いものとなるように努め、かつ平易な方法によって開示します。また、当社は、上記
の情報について、可能な限り英訳を実施します。

その他

　当社では、人種、国籍、性別（性自認・性的指向を含む）、時間制約の有無、障がいの有
無、多様な職業能力、価値観などを受け入れ、属性が異なる人材を企業の成長に活かす
「ダイバーシティ経営」を推進しています。2006年7月には、ダイバーシティ活動を推進する
専門組織を設置し、社員一人ひとりが属性に関わらず個人の能力を存分に発揮できるよ
う、ダイバーシティ＆インクルージョンがあたり前の組織風土となることをめざして取り組ん
でいます。

　女性が働きやすい環境の整備として、仕事と育児等の両立に向けた諸制度の充実や、
両立支援のための面談やセミナーを実施しています。さらに、2006年度に立ち上げた階層
別キャリア開発総合プログラム（ウィンド：Women’s innovative network in docomo）を年々

強化し、メンタリング・研修・セミナー・対話会の開催など、女性社員のキャリア形成を支援
しています。

　また、男性の育児参画や両立支援の取り組みを推進し、育児休職や休暇を取得しやすい
環境を整備しています。

　今後も多様な人材が個性・能力を発揮し、成長・活躍できる環境の整備に取り組み、新た
な価値を提供し続け、企業の持続的成長をめざします。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

＜内部統制システムの整備に関する基本的考え方＞

・当社は、内部統制システムの整備にあたり、法令順守、損失の危険管理及び適正かつ効率的な事業運営を目的として、規程類、組織・体制の整
備、実行計画の策定及び監視活動等の各種対策を講じる。

・内部統制システムをより有効に機能させるための総括機関として内部統制委員会(代表取締役社長 吉澤 和弘氏を委員長とし、常務執行役員及

び監査等委員である取締役等を含む19名から構成)を設置し、全社横断的な視点から内部統制システムの整備を図るとともに、その有効性を評価
したうえで、必要な改善を実施する。

・金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制システムの信頼性の確保についても適切な取組みを実施する。

・取締役会は、内部統制システムの整備に関する基本方針を決議し、内部統制システムの整備状況について定期的に報告を受け、当社の内部統
制システムの監督及び監視を実施する。

・代表取締役社長は、業務執行の最高責任者として、取締役会が決定した基本方針に基づく内部統制システムの整備を総理する。

＜内部統制システムに関する体制の整備＞

・取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

「ＮＴＴドコモグループ倫理方針」及びコンプライアンスに関する規程を整備し、倫理法令順守に必要な体制を構築する。財務諸表の作成にあたっ
ては、財務担当役員、監査等委員会及び会計監査人の間で、主要な会計方針等の事前協議を行い、財務諸表をはじめとした証券関係法令等に
基づく企業情報の開示については、社内規程に基づく必要な社内手続を経たうえで、取締役会等で決定する。監査部は、法令・社内規程等への
適合性について、会社業務全般を対象に監査を行う。

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書又は管理情報の保存及び管理の方法を定めた規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を記録し、保存する。

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理に関する規程に従い、リスク管理を統括する組織の長が各組織責任者の担当業務に係るリスクを定期的に取りまとめ、取締役及び執
行役員等で構成する内部統制委員会において、全社横断的な管理を要するリスクを特定するとともに、特定したリスクについては管理方針を定
め、リスクの現実化に対する適切な未然防止と発生時の迅速な対処を可能とする。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

社内規程に基づく意思決定ルール及び職務権限の整備並びに取締役会による中期経営方針及び事業計画の策定のほか、取締役及び執行役員
等で構成する会議体の設置等により、取締役の職務執行の効率化を図る。

・当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(ア)子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社グループの総合的な発展及び業績向上を目的に関係会社の管理に関する基本的な事項を定めた規程に基づき、関係会社は当社に協議
または報告を行う。

(イ)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理に関する規程に従い、当社グループに内在するリスクについて管理し、当社グループ会社において、規模や業態に応じたリスクマネジ
メントを実施する。

(ウ)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループ会社において、規模や業態に応じ、意思決定ルールや職務権限の整備を行うとともに、当社グループ全体の事業運営に関する重
要な事項の協議または報告を行う。

(エ)子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社グループ統一の倫理方針「ＮＴＴドコモグループ倫理方針」を定め、当社グループ各社とも倫理法令順守に向けた取組みを行う。また、子会
社の企業倫理担当役員は、倫理法令順守マネジメントシステムを策定し、その実施状況を報告するとともに、経営幹部に関わる問題事態が発見さ
れた場合は、当社に対して適時報告し、当社は適切な対応について必要な指導等を行う。

(オ)その他業務の適正を確保するための体制

　親会社との非通例的な取引については、法務部門の審査及び監査等委員会が監査を行う。また、監査部の監査は子会社も監査の対象とし、必
要により対象会社の内部監査結果の把握・評価等を行う。

・監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(ア)監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査等委員会の職務執行を補助する専任の組織として監査等委員会室を設置し、専従の使用人を配置する。

(イ)上記(ア)の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会室に所属する使用人の人事異動、評価等について、監査等委員会に事前に説明し、その意見を尊重し、対処する。

(ウ)監査等委員会の上記(ア)の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会室に所属する使用人は、もっぱら監査等委員会の指揮命令に従わなければならない。

(エ)取締役及び使用人等が監査等委員会に報告をするための体制

　取締役、執行役員及び使用人は、法令及び規程に定められた事項のほか、監査等委員会の職務の遂行に必要なものとして求められた事項に
ついて、速やかに監査等委員会に報告を行う。

(オ)子会社の取締役、監査役その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をす
るための体制

　上記(エ)の報告事項には、当社グループ会社から報告を受けた重要事項も含まれるものとする。

(カ)上記(エ)又は(オ)の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　上記(エ)又は(オ)の報告をした者に対し当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わない。

(キ)監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項

　監査等委員は、職務の執行に必要な費用について請求することができ、当社は当該請求に基づき必要な支払いを行う。

(ク)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役と監査等委員会の間で定期的に会合を行うほか、監査等委員会の職務執行のために必要な監査環境を整備する。また、代表取締
役は、監査等委員会が監査部や会計監査人と定期的及び随時の意見交換等を行うことが可能な体制の整備に努める。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

1.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、企業活動における法令等の遵守を定めた「ＮＴＴドコモグループ倫理方針」に基づき、反社会的勢力などによる不正な取引の強要は、断



固これを拒否することを基本方針としています。

2.反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社では、反社会的勢力等への対応に関する統括部署を総務部として、関係行政機関等との連携を図り、反社会的勢力に関する情報収集等に
努めております。また各種研修を通じて、反社会的勢力排除に向けた社内啓発活動を行っています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜情報開示について＞

　当社は、国内外の法規等を踏まえた、重要な会社情報の開示に係る統制及び手続きを確立し、適時、適切かつ積極的な情報開示を推進してい
ます。

　重要な会社情報の開示の統制及び開示の手続き等については、「情報開示規程」(社内規程)等を定め適切な運用に努めています。

　重要な会社情報の適時開示の決定は、取締役会又は経営会議での協議を踏まえて、代表取締役社長が行っています。

　また、取締役会又は経営会議を補佐するため、情報開示に係る統制部門の長で構成する情報開示検討部会を設置し、対象となる事実について
重要な会社情報の該当性の検討、開示案の検討等を行っています。

　あわせて適時かつ適切な情報開示を実現するため、各組織の長を情報管理責任者とし、情報開示規程等の定めるところに従い、当該組織(子
会社を含む)に係る重要な会社情報及び重要な会社情報に該当する可能性がある事実を速やかに情報開示検討部会に報告することとしていま
す。

　なお、会社情報の取扱いに関する社員への啓発については、公表前の重要な会社情報の取扱いについて「インサイダー取引防止規程」(社内規
程)を定めるとともに、同規程に基づき全社員に対し定期的な研修を実施しています。


